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25

参加法人等

特徴

精神科病院から大学病院に一般病床を融通し、
高度急性期機能を強化した事例

認定日 2019年6月12日

北河内医療圏において、施設間の垣根を越えた医療機関の
機能分担と相互連携を推進することを目的に設立された連携法人である。

北河内メディカルネットワーク（大阪府枚方市）

テーマ分類
①機能分化 ③経営管理 ⑤共同交渉・共同購買等
②病院建替 ④人材確保・育成 ⑥ DX（情報）

大阪府北河内医療圏の将来推計人口・医療需要予測

大阪府北河内医療圏の医療機能ごとの既存病床数、必要病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計

既存病床数（2023年7月1日） 1,538 4,448 1,679 2,421 95 10,181

必要病床数（2025年） 1,197 4,319 4,511 3,083 — 13,110

差し引き 341 129 ▲ 2,832 ▲ 662 95 ▲ 2,929

出所:大阪府地域医療構想、令和5年度病床機能報告より作成

▼将来推計人口

No.3

▼入院・外来需要予測（2020年実績＝100）

出所:厚生労働省 患者調査、国立社会保障人口問題研究所 人口推計資料等より作成

出所:PAREA-Medical(2023)／国際航業、ArcGIS／Esri Japan

※ 将来推計入院・外来患者数は、2023年度大阪府の傷病分類別受療率×北河内医療圏
の将来推計人口により算出。受療率には病院・診療所の患者を含む。
平均在院日数は現状のまま推移すると仮定している。
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『日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）』より作成
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北河内メディカルネットワーク（大阪府枚方市）
No.3 精神科病院から大学病院に一般病床を融通し、高度急性期機能を強化した事例

病床機能報告より

高度急性期病床の不足による救急搬送のひっ迫

• 北河内医療圏（以下、当医療圏）では、高度急性期医療を支える病床の不足が地域医療構想上の
課題であった。 2020年時点の高度急性期病床は919床で、 2025年における必要病床数1,197床に対し、
278床不足していた。この病床不足は、当医療圏における救急搬送のひっ迫の原因となっていた。

背景

高度急性期（実数） 高度急性期（割合）

2020年度病床機能報告数 919床 8.9％

2025年度必要病床数 1,197床 9.1％

• 重症病床の不足により、当医療圏の北東部（枚方市）における三次救急医療施設である関西医科大学附属
病院では、救急搬送の受入れが慢性的にひっ迫しており、直近数年間（2019年から2022年頃）の病床稼働率は
96％～100％で推移していた。

• 2020年当時は、北河内メディカルネットワーク（以下、当連携法人）の位置する当医療圏の北東部
（枚方市等）は感染症病床が少なく、特に重症病床が手薄となっていた。当医療圏における感染症病床は
当医療圏南西部（守口市、大東市等）に集中していた。

地域 重症 軽症・中等症

北河内医療圏北東部（枚方市、交野市、寝屋川市） 58,356人/床 2,492人/床

北河内医療圏南西部（四條畷市、大東市、門真市、守口市） 5,370人/床 1,705人/床

市町村 人口比率 重症病床数 重症病床比率 軽症・中等症
病床数

軽症・中等症
病床比率

枚方市 35.1％ 7床 7.6％ 179床 33.6％

交野市 6.6％ 0床 0.0％ 6床 1.1％

寝屋川市 20.2％ 5床 5.4％ 96床 18.0％

四條畷市 4.9％ 0床 0.0％ 15床 2.8％

大東市 10.4％ 25床 27.2％ 77床 14.5％

門真市 10.2％ 5床 5.4％ 57床 10.7％

守口市 12.6% 50床 54.4％ 103床 19.3％

北河内医療圏全体 100％ 92床 100％ 533床 100％

※大阪府コロナ関連資料及び各市HP等を参照。重症病床最大運用時の数値（2022年11月7日現在）

新型コロナウイルス感染症の対応状況

新型コロナウイルス対策病床1床あたりの人口
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北河内メディカルネットワーク（大阪府枚方市）
No.3 精神科病院から大学病院に一般病床を融通し、高度急性期機能を強化した事例

関西医科大学附属病院 救急要請対応の内訳（2021年9月～2022年8月）

高度急性期病床不足の影響による応需率の低下

• 新型コロナウイルス感染症流行時、特に救急要請が急増したオミクロン株が流行した2022年1月以降は、
満床により救急を断るケースが増加し、関西医科大学附属病院では三次救急医療機能を十分に果たせない状況
に陥った（「関西医科大学附属病院救急要請対応の内訳を参照のこと）。

• 関西医科大学附属病院の満床の影響は、当医療圏内で入院における流出が特に多いがん関連診療科の患者
にも及び、同科の2022年7月から9月の予約件数は約300件と入院待ち患者が恒常的に発生する状況だった。

• このように当医療圏の救急及び高度急性期医療体制の不足は、患者流出の原因となっていた。

背景
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単位:件

関西医科大学附属病院 がん関連診療科 入院予約件数推移（2022年7月～9月）
単位:件

当医療圏における入院患者の「流入-流出」
単位:件

その他お断り満床お断り受入れ
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北河内メディカルネットワーク（大阪府枚方市）
No.3 精神科病院から大学病院に一般病床を融通し、高度急性期機能を強化した事例

病床融通の経緯

連携法人内での迅速な病床融通

• 当連携法人は地域の多様な医療・介護ニーズに応えるため、様々な医療連携推進業務を通じて医療機関等の
サービスを高め、地域住民に安心・安全な医療・介護サービスを提供することを目的に2019年に設立された
連携法人である。連携法人設立後は、地域医療を担う当事者間で顔の見える関係構築が一層進捗した。

• 2022年度の病床融通の検討にあたっては、連携法人という枠組みがあることで、地域で必要とされる医療等について
法人間で議論を進めることが容易となった。また行政や医師会への報告や意見調整についても同枠組みを利用する
ことで迅速に行うことができた。

取組の内容

時期 概要

2022年2月10日 関西記念病院から北河内メディカルネットワークに対して非稼働病床活用に関する要望書の提出

2022年3月17日 理事会にて病床融通を進めることについて承認

2022年6月14日 地域医療連携推進評議会へ諮問。賛成多数により、実施することを確認

2022年9月～12月 北河内医療圏内における7医師会及び医療機関に対して説明

2022年11月8日 枚方市病院協会にて説明

2022年12月6日 北河内病院連絡会にて説明

2023年1月18日 北河内保健医療協議会医療・病床懇話会にて説明

2023年2月8日 北河内保健医療協議会にて説明・承認

2023年3月9日 大阪府医療審議会病床新増設部会にて承認

2023年3月23日 大阪府医療審議会にて承認
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北河内メディカルネットワーク（大阪府枚方市）
No.3 精神科病院から大学病院に一般病床を融通し、高度急性期機能を強化した事例

病床融通による救急応需体制の強化

• 感染症拡大時等の不測の事態に備え、当医療圏における救急医療体制の強化及び地域偏在の解消を目的として、
連携法人を通じた課題共有と対応策の協議により、連携法人の病床融通制度を活用し、関西記念病院の
一般病床46床（非稼働）を関西医科大学附属病院に融通し、797床に増床した。

• 関西医科大学附属病院の病床融通分（46床）のうち42床は別館注の多機能病床として整備を進めている
（残り4床はICU病床とする計画）。
注:関西医科大学附属病院 別館は2025年着工、2027年竣工で整備中

• 多機能病床については、通常時は高度急性期病床の拡充や、がんを中心とした診療の充実等に活用し、
感染症拡大時は感染症病床及び救急病床として活用することで、医療需要に基づく柔軟な運用を可能としている。

• 感染症拡大時においては、既存病床とあわせて、関西医科大学附属病院本館で感染症重症患者用病床
（12床、救急用ICU20床の一部を使用）、同別館の多機能病床42床を感染症患者用病床として
活用することにより、体制を強化している。

• なお別館では、病室全体の陰圧化が可能であり、感染症患者の動線分離、感染状況に応じ重症と軽症・中等症
病床を配分する柔軟なゾーニングを特徴としている。

取組の内容

位置関係

関西医科大学附属病院

約5㎞

関西記念病院

イメージ図（病床融通を行った施設のみ表示）
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北河内メディカルネットワーク（大阪府枚方市）
No.3 精神科病院から大学病院に一般病床を融通し、高度急性期機能を強化した事例

関西医科大学附属病院の救急搬送の満床を理由とする不応需率の状況

北河内医療圏北東部での医療体制の充実

• 当医療圏北東部における高度急性期病床の拡充と医療提供体制の充実により、救急医療の受入れ体制が
改善するとともに、入院待ち患者が減少し、急性期患者の医療圏外流出抑制にもつながることを期待している。

• 関西医科大学附属病院の救急搬送の満床を理由とする不応需率も2024年4月18日の病床融通後、8月以降は
前年度比で減少している。

• （病床融通後の）関西記念病院は、精神医療に特化することで、地域完結型の医療提供体制の構築を
目指している。

取組の効果

2023年度
2023年 2024年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

不応需率
（％）

34.6 19.6 10.0 22.0 47.5 47.3 30.4 68.3 34.3 74.4 64.7 38.0

2024年度
上半期

2024年
4/1～17 4/18～30 5月 6月 7月 8月 9月

不応需率
（％）

44.4 18.8 12.8 11.7 24.4 20.3 26.9

▼関西医科大学附属病院は2024年4月18日に病床融通により増床を実施

連携法人名 都道府県 概要

日本海ヘルスケアネット 山形県 日本海総合病院の4床を本間病院に融通した。

日光ヘルスケアネット 栃木県 連携法人内の減床で捻出した病床を、旧獨協医科大学日光医療センター跡地に
移転する⿁怒川病院（60床）に融通が認められ、新規開設する予定である。

桃の花メディカルネットワーク 茨城県 山中医院の10床を鶴見脳神経外科へ融通した。
鶴見脳神経外科はつるみ脳神経病院として開院した。

静岡県東部
メディカルネットワーク 静岡県 慈広会記念病院の56床を順天堂大学医学部附属静岡病院へ融通した。

東近江
メディカルケアネットワーク 滋賀県 湖東記念病院の10床と市立能登川病院の6床を市立蒲生医療センターに融通した。

北河内メディカルネットワーク 大阪府 関西記念病院の46床を関西医科大学附属病院に融通した。

淀川ヘルスケアネット 大阪府 大正病院の16床を千船病院に融通した。

泉州北部メディカル
ネットワーク 大阪府

府中病院の300床を融通し、泉大津急性期メディカルセンターを開設した。今後、泉大
津市立周産期小児医療センター（旧泉大津市立病院）から府中病院へ87床を融
通する予定である。

川西猪名川地域
ヘルスケアネットワーク 兵庫県

旧協和病院注の49床を融通し、旧市立川西病院跡地に川西リハビリテーション病院
（旧今井病院）の移転建替を実施した。
注:旧協和病院と市立川西病院は移転統合し、川西市立総合医療センターとなった。

佐賀メディカルアライアンス 佐賀県 古賀内科医院、宮原医院、ひかり医院、田尻外科胃腸科から合計76床を今村病院
に融通した。

※下線部は有床診療所であった

※不応需率は救急搬送不応需件数のうち、満床を理由とする件数の割合を指す

【病床融通について】

• 連携法人での病床融通は10法人で活用されている。
病床融通にあたっては都道府県の地域医療構想調整会議や医療審議会等での審議も実施されている。

Appendix
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南房総市（南房総市立富山国保病院）
社会福祉法人太陽会（安房地域医療センター）

31

参加法人等

特徴

民間病院との機能分化と職員再配置等により
公立病院が経営改善した事例

認定日 2018年12月1日

公立病院と民間病院とで機能分担の推進や、
相互の患者紹介を強化することを
目的に設立された連携法人である。

房総メディカルアライアンス（千葉県南房総市）

テーマ分類
①機能分化 ③経営管理 ⑤共同交渉・共同購買等
②病院建替 ④人材確保・育成 ⑥ DX（情報）

千葉県安房医療圏の将来推計人口・医療需要予測

千葉県安房医療圏の医療機能ごとの既存病床数、必要病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計

既存病床数（2023年7月1日） 144 1,105 205 581 71 2,106

必要病床数（2025年） 308 602 358 373 — 1,641

差し引き ▲ 164 503 ▲ 153 208 71 465

出所:千葉県地域医療構想、令和5年度病床機能報告より作成

▼将来推計人口

No.4

※参加施設については病院のみ掲載

▼入院・外来需要予測（2020年実績＝100）

出所:厚生労働省 患者調査、国立社会保障人口問題研究所 人口推計資料等より作成

※ 将来推計入院・外来患者数は、2023年度千葉県の傷病分類別受療率×千葉県安房
医療圏の将来推計人口により算出。受療率には病院・診療所の患者を含む。
平均在院日数は現状のまま推移すると仮定している。

出所:PAREA-Medical(2023)／国際航業、ArcGIS／Esri Japan
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『日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）』より作成
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公立病院の存続の危機

• 安房地域では富山、鴨川、鋸南の3つの自治体立の国保病院が存在し、いずれも経営が厳しい状況だった。

富山国保病院

• 病床利用率は6割程度で推移、2017年11月時点で累積赤字が170百万円、その後も赤字が継続し、
2018年度には累積赤字が320百万円まで広がる。

• また、人員体制の問題から休日夜間救急の維持が困難な状況となり、二次救急医療機関としての存続が
危ぶまれていた。

• 2019年には、厚生労働省により、全国424の具体的対応方針の再検証等が必要な病院の1つとして、病院名が
公表された。対象となった理由は、がん、心筋梗塞等の心血管疾患、脳卒中、救急医療、小児医療、周産期医療、
災害医療、へき地医療及び研修派遣機能において診療実績が特に少ないこと、並びに、がん、心筋梗塞等の
心血管疾患、脳卒中、救急医療、小児医療及び周産期医療において構想区域内に、一定数以上の診療実績を
有する医療機関が2つ以上あり、かつ、お互いの所在地が近接しているとのことだった。

安房地域医療センター

• 1964年に安房医師会病院として設立。 2008年3月に、赤字や医師不足等の事情により、社会福祉法人
太陽会との間で経営移譲の合意書を締結（経営移譲に際して行った公募への応募は同法人のみだった）。

• 2008年4月、「安房地域医療センター」と改称し、社会福祉法人太陽会による運営がスタートした。

• 2009年に地域の医療需要に合わせ、脳神経内科、救急科、乳腺外科、腎臓内科、人工透析内科を追加、
2010年に整形外科を追加、2012年にリハビリテーション科を追加、2020年に産婦人科を追加し経営の安定化に
向けて取組を継続した。
※連携法人設立前（2017年度）の社会福祉法人太陽会（法人全体）の収入は7,379百万円、

背景 房総メディカルアライアンス（千葉県南房総市）
No.4 民間病院との機能分化と職員再配置等により公立病院が経営改善した事例

事業活動資金収支 差額は436百万円、純資産は3,765百万円、総資産は9,390百万円だった
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連携法人による連携強化

• 富山国保病院の開設者である南房総市と社会福祉法人太陽会が医療提供体制に関する危機感を共有する
中で、連携法人を設立し、機能分担を行うとともに、富山国保病院の経営改善を図っていくこととなった。

• 南房総市では病院機能検討グループが、連携法人設立のために組織され（1年間のみ総務人事系メンバー3人）、
連携法人設立を支援していくことになった。

背景 房総メディカルアライアンス（千葉県南房総市）
No.4 民間病院との機能分化と職員再配置等により公立病院が経営改善した事例

設立の経緯

時期 概要

2017年11月 南房総市と社会福祉法人太陽会において連携法人設立協議開始

2017年12月 千葉県との協議開始

2018年 4月 南房総市に病院機能検討グループ設置

2018年 9月 一般社団法人 房総メディカルアライアンス設立

2018年10月 安房地域医療構想調整会議、千葉県医療審議会での審議

2018年12月 千葉県知事が地域医療連携推進法人房総メディカルアライアンスを認定

2019年 4月 房総メディカルアライアンス運営協議会開始 ※毎月1回開催

位置関係

富山国保病院

約10㎞

安房地域医療センター
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競争から協調へ、所有から共有へ

• 医療機能において明確な役割分担を行うこととした。具体的には、安房地域医療センターが急性期機能を担い、
富山国保病院は回復期機能を担当する。これに伴い、富山国保病院では療養病床12床を一般病床へ転換し、
既存の35床と併せて合計47床を地域包括ケア病床として運用することとした。

• 両病院間で医療従事者の人事交流を行った。具体的には、安房地域医療センターからは医師や理学療法士を、
富山国保病院からは月に1回救急医を在籍型出向している。この取組によって、両病院の医療チームが強化され、
患者に対する質の高い医療サービスの提供が実現している。富山国保病院の救急体制の維持にもつながった。

• 医薬品・医療機器の共同購入を行う取組を実施した。

• 2023年に共通電子カルテ、医事会計システムの導入（患者IDの統一）を実現した。

取組の内容 房総メディカルアライアンス（千葉県南房総市）
No.4 民間病院との機能分化と職員再配置等により公立病院が経営改善した事例

新型コロナウイルス感染症における連携

• いち早く、富山国保病院は、感染症指定医療機関としてコロナ感染症病床を確保した（千葉県の感染症指定
医療機関として一般外来休止、全床をコロナ感染症病床へ転換）。

• 発熱外来と一般診療は、安房地域医療センターが担うこととする役割分担を行った。

• 当該役割分担の際は、安房地域医療センターの感染症専門医等が富山国保病院に対する支援を行い、体制
強化を図った。

新型コロナウイルス感染症に関する診療体制
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経営改善

• 富山国保病院は、病床機能転換、医療従事者の在籍型出向、共同購入の実施により経営が改善した。
→ 2019年度においては、病床利用率が前年度からで9.1％増加し69.0％へ、医業収益が前年度から115百万円
増加した。

→ 2019年度の入院延患者数（11,856人）は5.4％増加、入院単価（30,061円）は39.8％前年度より
増加した。

• また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大時には、富山国保病院の全床をコロナ感染症病床として対応したが、
その立ち上げに当たっては、安房地域医療センターが支援する協力体制を構築した。

取組の効果 房総メディカルアライアンス（千葉県南房総市）
No.4 民間病院との機能分化と職員再配置等により公立病院が経営改善した事例

富山国保病院の収支推移（年度）

2017 2018 2019

総収益（百万円） 501 535 649

医業収益（百万円） 379 376 492

医業収益/医業費用 63.6% 65.1% 82.0%
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※入院単価は2018年度（21,496円）から2019年度（30,061円）で39.8％増加

医業収益

総収益

医業収益/医業費用

2017 2018 2019

501 535 649

379 376 492 

63.6% 65.1% 82.0%

単位:千円

連携法人設立

富山国保病院の病床利用率推移

社会福祉法人太陽会の医療事業収入推移

社会福祉法人太陽会の病床利用率推移

年度 2017 2018 2019

病床利用率 61.9% 59.9% 69.0%

年度 2017 2018 2019

病床利用率 87.9% 91.9% 94.4%

年度 2017 2018 2019

医療事業収入 4,863百万円 5,195百万円 5,505百万円

※社会福祉法人太陽会は安房地域医療センターの運営主体になる
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連携の強化

• 両病院間では、日々病床の稼働状況を共有し、運営協議会等を定期的に開催することで信頼関係が構築され、
効率的な機能分担につながった。

• 新型コロナウイルス感染症拡大時においては、それまでの信頼関係の構築や連携の実績により、両病院それぞれの
経営層における迅速な意思決定につながった。

• 定期的に2病院で協議する会議体を設置し、それぞれの課題を共有することで、課題解決のための対応策の検討と
迅速な意思決定ができるようになった。

• 周辺の医療機関からも、「誰もが一番嫌がる部分を富山国保病院が手上げしてくれた」、「富山国保病院ばかりに
背負わせるのは申し訳ない」との声が上がり、一般患者の受入れやPCR検査の積極的な実施につながった。

• 将来的に、医療事務業務等を含め、2病院の事務業務の集約化の推進を目指している。

取組の効果 房総メディカルアライアンス（千葉県南房総市）
No.4 民間病院との機能分化と職員再配置等により公立病院が経営改善した事例

地域住民向けの情報発信

• 広報誌を利用し、患者をはじめとする地域住民に対して、わかり易く連携法人について解説している。
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参加法人等

特徴

手術・維持透析が重複していた2病院が、
機能分化と集約により経営効果を発揮した事例

認定日 2018年4月1日

三師会、自治体を含め
地域の主要な医療・介護関係者が参画し、
診療機能等の集約化、機能分担を目的に
設立された連携法人である。

日本海ヘルスケアネット（山形県酒田市）

テーマ分類
①機能分化 ③経営管理 ⑤共同交渉・共同購買等
②病院建替 ④人材確保・育成 ⑥ DX（情報）

山形県庄内医療圏の将来推計人口・医療需要予測

山形県庄内医療圏の医療機能ごとの既存病床数、必要病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計

既存病床数（2023年7月1日） 233 1,270 565 414 96 2,578

必要病床数（2025年） 208 614 698 551 — 2,071

差し引き 25 656 ▲ 133 ▲ 137 96 507

出所:山形県地域医療構想、令和5年度病床機能報告より作成

▼将来推計人口

No.5

※参加施設については病院のみ掲載

出所:PAREA-Medical(2023)／国際航業、ArcGIS／Esri Japan

▼入院・外来需要予測（2020年実績＝100）

出所:厚生労働省 患者調査、国立社会保障人口問題研究所 人口推計資料等より作成

※ 将来推計入院・外来患者数は、2023年度山形県の傷病分類別受療率×山形県庄内
医療圏の将来推計人口により算出。受療率には病院・診療所の患者を含む。
平均在院日数は現状のまま推移すると仮定している。
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『日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）』より作成
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日本海ヘルスケアネット（山形県酒田市）
No.5 手術・維持透析が重複していた２病院が、機能分化と集約により経営効果を発揮した事例

連携法人設立の背景

• 山形県庄内医療圏（以下、当医療圏）においては、急速に人口減少と少子高齢化が進展している。
高齢化により、75歳以上の後期高齢者人口の増加が見込まれることから、関係者の間では、当医療圏の医療
介護供給体制の再構築が必要という危機感があった。2007年当時、急性期基幹病院であった山形県立日本海
病院と酒田市立酒田病院は、診療機能の多くが重複し、医療資源が分散していたことから、急性期機能を
日本海総合病院（旧県立日本海病院）に集約し、回復期リハビリテーション病棟と医療療養病床を酒田医療
センター（旧市立病院）に整備する機能分担を図り、統合再編後に地方独立行政法人山形県・酒田市病院
機構を設立し、同一の経営母体として運営を開始した。

• 2015年に、医療機関相互の機能の分担及び業務の連携を推進するため、医療法が改正され、連携法人制度が
創設された。当医療圏においても、酒田地区医師会の幹部や当医療圏内の病院⾧等が懇談する機会があり、
地域医療連携に向けた議論が行われた。その結果、当医療圏内の病院同士でのシェアの奪い合いによる
消耗戦を終わらせ、地域全体での連携によって2025年問題に対応していくべきである、という議論があり、
連携法人設立の機運が高まった。その後、参加法人間での勉強会や実務者会議等における議論を経て、2018年
2月に一般社団法人日本海ヘルスケアネットが設立、同年4月に連携法人（以下、当連携法人）として認定された。

背景

連携法人設立の経緯

時期 概要

2016年4月26日
5法人による勉強会

• 参加法人:病院機構、医師会、健友会、宏友会、光風会
• 内容:制度内容、参加意向の確認と必要性の確認

2016年6月15日
実務者会議開催（以降、毎月開催）

• 参加者:病院機構、医師会、健友会、宏友会、光風会の実務者
• 内容:共同事業等の確認

2016年9月13日

設立協議会の開催（以降、5回開催）
• 参加者:病院機構、医師会、健友会、宏友会、光風会の代表者

（5回より）歯科医師会、薬剤師会、山容会、かたばみ会
• オブザーバー:厚生労働省医療経営支援課（第1回のみ）

山形県、酒田市、近隣の医療機関病院⾧
• 内容:新法人設立に向けた事項の協議、決定

前倒し事業の実施、基本合意書の締結

2018年2月1日 一般社団法人日本海ヘルスケアネット 設立

2018年4月1日 山形県知事が地域医療連携推進法人日本海ヘルスケアネットを認定

当連携法人構成図
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日本海ヘルスケアネット（山形県酒田市）
No.5 手術・維持透析が重複していた２病院が、機能分化と集約により経営効果を発揮した事例

日本海総合病院と本間病院の経営課題

• 当医療圏の急速な人口減少に伴う医療需要の減少を受けて、急性期の基幹病院である山形県・酒田市
病院機構日本海総合病院にとっても、これまで以上に地域連携で他の病院と共存共生する重要性が増していた。
特に、近隣に位置する医療法人健友会本間病院との連携は、日本海総合病院の平均在院日数の管理、
DPCⅡ群（現:DPC特定病院群）の維持の観点から重要だった。また、フレイル（身体的・社会的・精神的虚弱
状態）状態にある高齢者の再入院を防止し、平均在院日数の⾧期化を防ぐとともに、急性期病床の回転率を高め、
安定経営を図るためには連携は必要不可欠であった。

• 本間病院は、急性期病棟と療養病棟を有する154床のケアミックス病院として、地域に密着した医療を提供してきた。
日本海総合病院で急性期治療を終えた患者の受け皿として、またフレイル状態にある高齢者の再入院の受け皿
としても機能していたが、当医療圏の急速な人口減少を受け、更なる連携の必要性が高まっていた。

• また、本間病院が有する慢性維持透析機能は、地域の人工透析を受ける患者にとって欠かせないものであった。
しかし、日本海総合病院においても透析治療は可能であり、人口減少が続く地域においては、いずれ両病院で
透析患者を奪い合う関係になることも想定された。

• その他、本間病院は日当直応援の医師確保のため高額な報酬を支払っており、経営を圧迫していた。

背景

位置関係

地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構 日本海総合病院

約3.3㎞
※本間なかまちクリニックに透析室

医療法人健友会 本間病院
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日本海ヘルスケアネット（山形県酒田市）
No.5 手術・維持透析が重複していた２病院が、機能分化と集約により経営効果を発揮した事例

機能分担、機能調整

維持透析機能の重点、集約化

• 2017年6月より、当連携法人設立を念頭に日本海総合病院の慢性維持透析機能を本間病院へ集約した。
※日本海総合病院の新規維持透析導入患者数は年間40人程度である

• 2018年より、日本海総合病院から本間病院へ透析看護師3人の在籍型出向を行った（継続中）。

• 2019年12月より、維持透析治療を本間病院から、本間病院が運営する本間なかまちクリニックへ移管するとともに、
本間なかまちクリニックの透析室を増床した（49台→70台）。

診療機能の分担、集約化

• 当連携法人設立を念頭に、2017年4月から、日本海総合病院から本間病院へ日当直応援の医師を派遣した。

• 2019年度に連携法人の病床融通の仕組みを活用し、日本海総合病院の休床中の急性期病床4床を、
本間病院に融通した。

• 2023年9月より本間病院の手術機能を日本海総合病院に集約した。

取組の内容

イメージ図
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日本海ヘルスケアネット（山形県酒田市）
No.5 手術・維持透析が重複していた２病院が、機能分化と集約により経営効果を発揮した事例

健友会本間病院の経営改善

• 本間病院への維持透析機能の移管により、本間病院の延外来透析患者は2016年度から2023年度の8年間で
36％（7,132人）増加した。

• 本間病院の収益が21％増加し、年間で50百万円～60百万円の増収につながった。

• 収益の改善、連携法人での機能分担により本間病院は新たな設備投資を行うことができるようになった。

• 費用面で課題であった遠方からくる医師にかかる費用は、2017年４月以降の日本海総合病院からの日当直応援
の医師派遣により、年間7百万円程度削減された。

取組の効果

健友会本間病院の運営状況

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

延患者（人） 19,690 20,759 22,889 23,516 25,320 24,751 26,536 26,822

【健友会本間病院 外来透析患者数年度別推移】

【健友会本間病院（単体）業績推移 】
年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

事業収益（百万円） 2,710 2,831 3,063 3,049 3,150 3,131 3,303

事業損益（百万円） -5 80 100 38 65 -49 75

連携法人設立

銀行融資への波及効果

• 2019年度の本間病院の透析室拡大のための設備投資について、連携法人内の機能分担により経営が安定した
ことで、 銀行側の理解を得られ、融資実行に至った。

その他

日本海総合病院への影響

• 転院先である本間病院の経営状況が改善され、病床融通により日本海総合病院からの急性期後の患者の
受入れ能力が向上したことで、日本海総合病院の在院日数が短縮し、DPCⅡ群（現:DPC特定病院群）維持に
つながり、日本海総合病院の経営の安定化にも寄与した。
※日本海総合病院はDPCⅡ群移行に伴い、初年度で約120百万円収益が増加した

• 急性期治療を終えた心不全患者の転院も円滑に行われるようになった。

• 慢性維持透析機能を本間病院に集約したことで、透析導入期患者の対応や症状が不安定な透析患者に
専念できる体制となった。

【医師会からみた日本海ヘルスケアネット】
～酒田地区医師会十全堂のヒアリングより～

• 連携法人は地域の医療資源を有効に活用する仕組みである。酒田市では医師会と日本海総合病院とは
従前から常に連携しており、その下地の上に、日本海ヘルスケアネットが設立された経緯がある。

• 連携法人が無くてもできたことは多いが、連携法人の設立によって、一層連携が強化され、経営に悩む
医療機関への支援等にもつながった。
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No.6

参加法人等

特徴

病床融通特例を用いて、医療が不足する地域に
回復期病院を整備した事例

認定日 2021年4月1日

市立川西病院（現川西市立総合医療センター）移転後の
川西市北部エリアでの病院整備を目的に設立され、
行政や三師会並びに法人格を有する全病院も参画し、
地域が一体となって協調して川西・猪名川地域の
医療機関の機能分担、連携に取組む連携法人である。

川西・猪名川地域ヘルスケアネットワーク（兵庫県川西市）

テーマ分類
①機能分化 ③経営管理 ⑤共同交渉・共同購買等
②病院建替 ④人材確保・育成 ⑥ DX（情報）

兵庫県川西市の将来推計人口・医療需要予測

兵庫県阪神医療圏の医療機能ごとの既存病床数、必要病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計

既存病床数（2023年7月1日） 2,549 5,441 2,331 4,651 — 14,972

必要病床数（2025年） 1,776 5,358 4,577 4,129 — 15,840

差し引き 773 83 ▲ 2,246 522 — ▲ 868

出所:兵庫県地域医療構想、令和5年度病床機能報告より作成

▼将来推計人口

出所:PAREA-Medical(2023)／国際航業、ArcGIS／Esri Japan

▼入院・外来需要予測（2020年実績＝100）

出所:厚生労働省 患者調査、国立社会保障人口問題研究所 人口推計資料等より作成

※ 将来推計入院・外来患者数は、2023年度兵庫県の傷病分類別受療率×川西市の
将来推計人口により算出。受療率には病院・診療所の患者を含む。
平均在院日数は現状のまま推移すると仮定している。
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『日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）』より作成
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地域の医療需給状況の変化と市立川西病院の経営状況

• 川西市は、1965年以降に複数の大規模ニュータウンが開発され、人口が急増したが、2009年以降は人口減少と
住民の高齢化が課題となっていた。

• 阪神医療圏の準圏域（阪神北）は、2018年度の兵庫県地域医療構想において、2025年の必要病床数に
対して、急性期病床は998床、慢性期病床は166床の過剰、高度急性期病床は296床、回復期病床は637床の
不足となっている状況であった。

• そのような中、市立川西病院は2002年度から赤字経営が続き、院内において経営改善努力を続けたものの、
2014年度決算において財政健全化法上の「経営健全化団体」となるに至った。

背景 川西・猪名川地域ヘルスケアネットワーク（兵庫県川西市）
No.6 病床融通特例を用いて、医療が不足する地域に回復期病院を整備した事例

市立川西病院の施設老朽化対策と再編統合

• 市立川西病院では、2016年9月に病院事業経営改革審議会（会⾧:小山秀夫兵庫県立大学大学院
経営研究科主任教授）を立ち上げ、「市立川西病院事業新経営改革プラン」を策定した。この中で、老朽化対策
及びその際の再編・ネットワーク化の必要性、経営形態の見直しについて方向性を示した。

• 並行して2016年7月から病院の再編計画の実現可能性について市内部で検討し、2017年5月に『（仮称）
「川西市立総合医療センター」構想（案）』を策定した。構想案には、急性期400床の新病院（キセラ川西セン
ター）と北部急病センターからなる（仮称）川西市立総合医療センターを整備すること、運営は指定管理者制度を
活用すること等を盛り込んだ。

• 2017年12月には公募により指定管理者として医療法人協和会を選定し、2019年には市立川西病院と協和会
協立病院の統合新病院の計画である「（仮称）川西市立総合医療センター基本構想」、「（仮称）川西市立総
合医療センターキセラ川西センター整備基本計画書」を公表した。

再編前後の状況

再編前後の病床機能別病床数の変化

• 川西市立総合医療センターの整備により、過剰であった急性期病床のうち、100床は高度急性期に転換し、
243床を削減することとなった。

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

統合前 - 548床 - - 548床

統合後 100床 305床 - - 405床

差引 ＋100床 △243床 - - △143床

病床数 所在地 開設年

市立川西病院 急性期250床
（再編時は急性期235床） 川西市東畦野 市北部 昭和58（1983）年

協和会協立病院 急性期313床 川西市中央町 市中心部 昭和55（1980）年

川西市立総合医療センター 急性期405床 川西市火打 市中心部 令和4（2022）年

（許可病床数313床のうち、155床）

（許可病床数405床）
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川西市北部・猪名川地域の医療提供体制

• 市北部の市立川西病院が、川西市立総合医療センターとして市の中心部に移転する計画であったことから、
市北部の医療提供体制を不安視する市民の声が生じることが予想された。

• 市は当初、旧市立川西病院跡地への病院誘致を検討したが応募者がなく、6診療科（内科、外科、整形外科、
小児科等）の北部診療所（公立）を整備する構想を作成した。しかし、この計画については、川西市北部の住民
からは入院機能がないことに対する不安の声が上がっていた。

背景 川西・猪名川地域ヘルスケアネットワーク（兵庫県川西市）
No.6 病床融通特例を用いて、医療が不足する地域に回復期病院を整備した事例

川西市・猪名川町における地域連携の状況

• 川西市では、かねてより行政、医師会、医療機関による連携事業が実施されてきた。古くは1973年に行政と
医師会が一体となって設立した保健センターがあり、2008年には川西市医師会主導で「地域ケア委員会（後に
地域ケア協議会）」が立ち上がった。

• 地域ケア協議会は、医師会、歯科医師会、薬剤師会が核となり、様々なメンバー（川西市、猪名川町、消防署、
警察署、福祉事務所、看護協会、理学療法士会等）が参加、合計16団体が参画し、毎月1回会合を開催した。
ここでは、在宅医療の状況や認知症対策等、医療・介護・福祉における諸問題について、多職種の関係団体に
よる情報の共有ができており、顔の見える関係が構築されていた。

• また、川西市と猪名川町では、「つながりノート」注を運用し、かかりつけ医、ケア職員、患者・家族が情報を共有できる
取組を行ってきた。
注:必要な医療と介護サービスが切れ目なく提供されるよう、本人、介護者、医療・介護専門職等の間で情報共有と連携を
促進するためのノート

連携法人制度による参加法人間の病床融通

• 北部診療所計画への地域住民の不安が高まる中、2020年1月、猪名川町にあった今井病院（医療法人晴風園、
現せいふう会）（111床）から川西市に対して旧市立川西病院跡地活用とともに、移転建替に際して、市立
川西病院と協立病院の再編統合で削減予定の協立病院病床の融通について相談があった。

• 川西市内において不足している回復期病床確保のため、連携法人制度による病床融通を検討した。

• これまでの地域ケア協議会での連携、顔の見える関係性を背景に議論が円滑に行われ、
行政（川西市・猪名川町）・三師会（医師会・歯科医師会・薬剤師会）・川西市と猪名川町の民間全病院が
参加して、2021年4月1日に川西・猪名川地域ヘルスケアネットワークを設立した。

地域医療の在り方 競争よりも協調を

出所:第8回 全世代型社会保障構築会議（2022年11月11日） 資料7 権丈構成員提出資料より抜粋
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病床融通の実施

• 連携法人の枠組みを活用して病床の特例（医療法第30条の4第12項）の承認を受けることで、川西市立総合
医療センターの再編統合により削減した158床のうち、49床を今井病院へ移転した注。
注:旧協立病院の49床を今井病院に病床融通した形となる

• この結果、病床数は移転前の回復期リハビリテーション病床41床、障害者病床70床の計111床から、回復期
リハビリテーション病床120床（現在は、うち地域包括ケア病床3床）、障害者病床40床の計160床となった。

• 2023年4月、市立川西病院跡地に新病院（せいふう会川西リハビリテーション病院）の建替が実現した。

取組の内容 川西・猪名川地域ヘルスケアネットワーク（兵庫県川西市）
No.6 病床融通特例を用いて、医療が不足する地域に回復期病院を整備した事例

川西リハビリテーション病院の概要

場所 旧市立川西病院跡地の南側

病床数 160床（回復期病床120床、障害者病床40床）

診療科目 内科1診・小児科1診

診療時間 平日の午前中
※ 日曜日、祝日、年末年始（12月30日～1月3日）は午前10時～12時、午後1時～4時

主な検査機器 CT・エックス線撮影装置等

再編統合とそれに伴う病床融通による病床数の推移

【病床の特例】（医療法第30条の4第12項）

都道府県知事は、地域医療連携推進法人の病院等相互間の機能の分担及び業務の連携を推進するために
必要なものであること等の要件に該当すると認めるときは、地域医療構想の推進に必要であると認める病院間の
病床の融通を許可することができる。
【特例適用の要件】（医療法施行規則第30条の32の3）

①地域医療構想の達成を推進するために必要なものであること
② 連携法人の病床数の合計が、当該申請の前後において増加しないこと
③ 病床数の合計が減小する場合は、医療連携推進区域の医療提供体制の確保に支障を及ぼさないこと
④ 地域医療連携推進評議会の意見を聴いた上で、行われているものであること

Appendix

出所:milife（2021年2月号）より作成

協和会協立病院

再編統合時に削減する協立病院の158床のうち、
49床を連携法人内のリハビリテーション病院に移行

せいふう会
川西リハビリテーション病院

160床
晴風園今井病院

111床
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連携法人による川西市北部地域での外来診療

• 川西市北部地域では、市立川西病院移転後の計画が北部診療所から回復期病院となったことで、外来機能の
縮小について懸念する声もあったが、外来診療に関して協議を重ね、川西リハビリテーション病院において連携法人の
協力のもと、小児科と休日の内科の外来診療を行うよう調整したことで、概ね市民の理解を得ることができた。

取組の内容 川西・猪名川地域ヘルスケアネットワーク（兵庫県川西市）
No.6 病床融通特例を用いて、医療が不足する地域に回復期病院を整備した事例

新型コロナウイルス感染症対策

• 新型コロナウイルス感染症対策のうち、ワクチンの集団接種については、川西市医師会と市内各病院の院⾧が集まり、
早期に協力体制を構築した実績をふまえ、活動が連携法人に引き継がれた。

地域の連携強化

• 病院の再編統合を契機として、川西市と猪名川町全体の医療提供体制を維持するため、市町、三師会、民間
病院等が法的な枠組みの下で協力が可能な体制を構築したことで、更なる連携の強化につながっている。

位置関係

川西リハビリテーション病院

旧協和会協立病院

川西市立総合医療センター

旧市立川西病院
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川西市北部への病床整備・病床機能別病床数の偏りの解消

• 病床融通により市立川西病院跡地に川西リハビリテーション病院が進出したことで、川西市北部に診療所ではなく
入院機能がある病院を残すことができた。

• 市立川西病院と協立病院の再編統合によって削減予定だった病床を融通し、川西リハビリテーション病院が
整備されたことで、不足していた回復期病床が増加した。

取組の効果 川西・猪名川地域ヘルスケアネットワーク（兵庫県川西市）
No.6 病床融通特例を用いて、医療が不足する地域に回復期病院を整備した事例

医療需要に対する域内完結率の向上

• 川西市立総合医療センターや川西リハビリテーション病院を含め、川西市内における各病院の連携が促され、
患者の紹介・逆紹介が拡大した。これにより、川西市内での医療需要に対する域内完結率の向上につながった。

• 川西市立総合医療センター内の患者支援センターにおいて、連携法人を活用し、介護も含めた地域のPFM
（入退院管理支援）を検討していく予定。

その他

病院名
稼働病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 合計

市立川西病院 - 235床 - - 235床

協立病院 - 313床 - - 313床

今井病院 - - 60床 51床 111床

合計 0床 548床 60床 51床 659床

病院名
稼働病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 合計

川西市立総合医療センター 100床 305床 - - 405床

川西リハビリテーション病院 - - 120床 40床 160床

合計 100床 305床 120床 40床 565床

【病院建替について】

本報告書に記載している病院建替事例以外では下記の連携法人で病院建替（新築）を実施している。

Appendix

連携法人名 病院名 建替年 備考

はりま姫路総合医療センター
整備推進機構
※2022年5月31日付で解散

• 旧兵庫県立
姫路循環器病センター

• 旧製鉄記念広畑病院
2022年

• 統合新病院（はりま姫路総合医療センター）として開院した。
• 診療機能の集約化、教育・研修機能の指導体制の充実強化
等を図るため、統合前から機能分担・業務連携を円滑に進める
ために制度を活用した。

泉州北部メディカルネットワーク • 旧泉大津市立病院
• 府中病院（生⾧会）

2024年

• 府中病院と類似・重複する機能を再編し、
泉大津急性期メディカルセンターとして整備した（公設民営）。

• 再編（泉水大津市立周産期小児医療センター、泉大津
メディカルセンター、府中病院）時の病床機能転換、病床過剰
地域における病床融通を行うために制度を活用した。

ふじのくに社会健康医療連合 • 旧JCHO桜ヶ丘病院 2024年 • JCHO清水さくら病院として移転開院した。
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参加法人等

特徴

連携法人化を前提とした2病院合築により、
効率的な施設整備を実現した事例

認定日 2023年9月25日

建替を機に、公立病院と民間病院とで
医療機能の分担と連携を目的に設立された連携法人である。

よねざわヘルスケアネット（山形県米沢市）

テーマ分類
①機能分化 ③経営管理 ⑤共同交渉・共同購買等
②病院建替 ④人材確保・育成 ⑥ DX（情報）

山形県米沢市の将来推計人口・医療需要予測

▼将来推計人口

No.7

※米沢市立病院と三友堂病院を共用部分でつなげた
新病院が2023年11月1日に開院

山形県置賜医療圏の医療機能ごとの既存病床数、必要病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計

既存病床数（2023年7月1日） 25 813 658 492 42 2,030

必要病床数（2025年） 38 684 581 493 — 1,796

差し引き ▲ 13 129 77 ▲ 1 42 234

出所:山形県地域医療構想、2023年度病床機能報告より作成

出所:PAREA-Medical(2023)／国際航業、ArcGIS／Esri Japan

▼入院・外来需要予測（2020年実績＝100）

出所:厚生労働省 患者調査、国立社会保障人口問題研究所 人口推計資料等より作成

※ 将来推計入院・外来患者数は、2023年度山形県の傷病分類別受療率×米沢市の
将来推計人口により算出。受療率には病院・診療所の患者を含む。
平均在院日数は現状のまま推移すると仮定している。
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出所:国立社会保障人口問題研究所
『日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）』より作成
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地域における人口減少・少子高齢化・医療従事者の不足

• 米沢市を含む置賜医療圏（以下、当医療圏）では、人口減少等の影響により地域医療構想における必要
病床数は減少が見込まれていた（地域医療構想策定時の許可病床2,179床に対して、2025年の必要病床数は
1,749床と推計）。

• 地域医療構想の中では、当医療圏の課題として急性期機能の集約化、回復期機能の病床確保、非稼働病床や
病床利用率の低い病棟を有する急性期機能を担う病院の病床規模の適正化等が施策として打ち出されていた。

• 平日夜間・休日の救急医療について、米沢市立病院、三友堂病院、舟山病院の3病院が病院群輪番制病院
として対応していたが、米沢市立病院の常勤医師が、2016年3月に45人から33人へ12人減少したことにより、
病院群輪番制度の維持が危ぶまれる事態となっていた。

背景 よねざわヘルスケアネット（山形県米沢市）
No.7 連携法人化を前提とした2病院合築により、効率的な施設整備を実現した事例

米沢市立病院の建替計画の中断、三友堂病院の老朽化

• 米沢市立病院は1965年に建設され、老朽化・狭隘化が進み災害への対応や高度化・多様化する医療への対応が
難しい状況となっていたことから、2012年9月に「米沢市立病院の在り方に関する委員会」を設置し、単独病院として
建替の検討を開始した。2014年度には基本構想が策定され、続けて基本計画の策定に着手した。

• そのような中、2016年3月、米沢市立病院では精神科医師が4人から0人となり精神科の入院・外来機能が
維持できなくなる緊急事態が発生したため、精神科の病棟を閉鎖し、同年5月に精神科外来も休止した。精神科の
休止が新市立病院の建設計画にも大きく影響を及ぼしたため、新市立病院の建設計画は一旦中断された。

• 一方、三友堂病院についても2016年時点で築40年以上が経過していることから、建替が計画されていた。
また、医師不足による救急医療への過度な負担が課題になっていた。

位置関係（再編前）

設立主体 米沢市 一般財団法人 三友堂病院

病院名 米沢市立病院 三友堂病院 三友堂
リハビリテーションセンター

病床数 322床（35診療科） 185床（19科） 120床

主な機能

1958年に発足
米沢市をはじめとする3市5町からなる
置賜医療圏の基幹病院として、救急、
産科、小児科等政策的な医療を提供

1886年に開設
米沢市の中核病院として急性期・
回復期医療を担う病院（病院群
輪番制病院）であり、1975年から
は人工透析も実施

1997年に建設

施設状況
（2016年）

外来診療棟・管理棟は築65年
中央診療棟は築32年

1971年から1974年の建設

三友堂病院

約1.4㎞

三友堂リハビリテーションセンター

米沢市立病院

約2㎞


